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はじめに 

 
千早赤阪村の水道事業（以下「千早赤阪水道事業」という。）は、平成29年度に大阪広

域水道企業団（以下「企業団」という。）と統合し、現在は企業団が運営しています。 

企業団では、統合後、国の交付金の活用による収入の確保、企業団に統合した水道事業

の統一した水道料金システムの導入による業務の標準化、水道センターの統合による業務

の効率化など、経営改善に取り組んできました。また、水源が不安定で老朽化が著しい岩

井谷浄水場の廃止に向けた村内連絡管の整備など、安定給水の確保と将来の維持管理費の

削減に向けた取組も進めています。 

また、千早赤阪水道事業では、企業団との統合後、令和4年度に最初の料金改定を実施

しています。今回の料金改定の検討に当たっては、現況を確認するとともに、令和4年度

の料金改定後の給水収益や支出の状況などを検証し、料金改定時に見込んでいた収支と実

績との乖離や、その要因についても確認しました。 

しかしながら、給水人口の減少や千早赤阪村と企業団との統合時の協定による村からの

繰入金が令和8年度で終了することなどにより収入は減少する一方、近年の物価上昇等に

より維持管理費や建設改良費が増加しています。このため、今後の財政収支の見通しでは、

令和9年度以降、単年度損益の恒常的な赤字や事業運営に必要な資金の不足が生じる見込

みとなっています。 

水道は、住民生活や社会経済活動を支える重要なライフラインであり、将来にわたり安

全で安定した水道水の供給を続けていくためには、健全な経営基盤を確保することが重要

です。 

本部会では、このような状況を踏まえ、企業団に千早赤阪村と令和9年度以降における

村からの新たな繰入金について協議をお願いし、これを踏まえて千早赤阪水道事業の将来

にわたる持続的な事業運営に必要な料金収入及び料金体系について検討を行い、その結果

を本報告書に取りまとめましたので、ここにご報告いたします。 
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1 千早赤阪水道事業の現状と課題 

【千早赤阪水道事業の概要】 
千早赤阪村は大阪府の南東部にある南河内地域に位置し、給水区域は山間部にまたがるため、平

地と比べて配水効率が厳しい地理的条件にある。 

村内に2つある浄水場（岩井谷浄水場・千早浄水場）による自己水に加え、川野辺受水場で企業

団の水道用水供給事業から受水（企業団水）をしており、令和6年度の自己水と企業団水の比率は

概ね7：3となっている。 

図表1.1 主要な業務実績 

 

 

 

 

 

 

 

図表1.2 給水区域、施設配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図表1.3 配水池1か所当たりの給水人口            図表1.4 ポンプ場1か所当たりの給水人口 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
※ 類似団体：給水人口規模の類似性に基づく総務省の水道事業者（全国）の区分 

千早赤阪水道事業の給水人口は R6 4,390人で A9区分（給水人口5千人未満）に分類 

 

給水人口1人当たりの管路延長は全国の類似団体平均より短いが、大阪府平均より長い。 

有収水量密度は全国の類似団体平均より大きいが、大阪府平均を下回っている。 

管路経年化率は全国の類似団体平均、大阪府平均を上回る値となっている。 
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図表1.5 給水人口1人当たりの管路延長の推移と他団体比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表1.6 有収水量密度の推移と他団体比較        

 
 

図表1.7 管路経年化率の推移と他団体比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【更新・耐震化の取組】 
震災等の災害時においても給水を継続できるよう、まずは「基幹管路」である村内連絡管の布設

に優先的に取り組んでいる。 

村内連絡管の布設後は、漏水が多い区域の管路更新に優先的に取り組む。その後、避難所となる

公共施設などの「重要施設」への供給ルート上の管路（重要施設配水管路）の更新・耐震化に取り

組む。 

 
図表 1.8 「大阪広域水道企業団経営戦略 2020-2029」における管路の耐震管率の目標 

 

 

 

 

 

 
※ 基幹管路とは、導水管、送水管、配水本管（給水菅の分岐のないもの）の総称をいう。 

※ 耐震管とは、地震の際でも継ぎ目の接合部分が離脱しない構造となっている管をいう。 
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給水人口1人当たりの管路延長（ｍ／人） 

＝管路延長／給水人口 

 

・経営の効率性を表す指標。給水人口に対する管路

延長が長いほど維持管理費等のコストが高い。 

有収水量密度（千㎥／ha）＝有収水量／給水区域面積 

 

・経営の効率性に影響を及ぼす地理的条件を表す指標。

値が大きいほど効率が高い。 

管路経年化率（％）＝法定耐用年数を経過した管路延

長／管路延長×100 

 

・法定耐用年数（40年）を超えた管路延長の割合であ 

り、管路の老朽化度合いを表す指標。 
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【令和 6 年度決算の収益的収支の状況】 

水道事業は、給水収益（料金収入）により経営することが基本だが、統合後の平成29年度から令

和8年度までの10年間、主に村内連絡管の整備を進めるため千早赤阪村から8,800万円/年の繰入金

を受けている。 
図表1.9 令和6年度決算の収益的収支の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 資産取得時に財源とした国交付金、負担金等を減価償却費に対応して収益化したもの 

※ 村に対する国の交付税措置対象額（統合に伴う国交付金対象事業費の 1/3）を上限に資本的収支の建設改良費に優先的に充当し、 

残額を収益的収支に充当している。 

 
 

【決算の状況】 
収益的収支について、収入面では令和4年度の料金改定により、給水収益が増加している。一方、

支出面では令和4年度と令和5年度は村内の給水の約7割を担う水源である岩井谷川の渇水頻度が高

くなっており、その都度隣接する富田林水道事業からの受水に振り替えて対応しているため、受水

費が増加している。また、漏水の増加に伴い修繕費も増加傾向にあり、村からの繰入金を活用して

赤字を回避している状況が続いている。 

資本的収支について、令和4年度以降、村内連絡管の整備に係る建設改良費が増加している。こ

れに伴い、財源となる企業債、村からの繰入金（出資金）、国補助金等も増加している。 

統合に伴う村からの繰入金や国交付金、企業債を活用することで事業費を賄い、資金を確保して

いる状況である。 

協定では、統合に伴う村からの繰入金8,800万円/年は令和8年度までとなっている。 
 
図表1.10 決算の状況 
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委託料 

 18％ 

収益的収支 R2 R3 R4 R5 R6
収益的収入 210 216 212 193 191
 給水収益※2 106 104 123 126 125
 村からの繰入金
 （他団体補助金） 72 81 58 37 36

収益的支出 173 178 214 186 180
 修繕費 10 11 29 17 17
 受水費 12 14 24 20 16
 減価償却費 65 63 61 61 60
損益 37 38 ▲2 7 11
資本的収支 R2 R3 R4 R5 R6
資本的収入 47 24 95 167 187
 企業債 13 7 28 60 77
 村からの繰入金
 （出資金） 16 7 30 51 52

 国補助金等 16 7 30 51 52
資本的支出 105 82 163 236 247
 建設改良費 76 47 123 197 208
 企業債償還金 29 35 40 39 39
残高 R2 R3 R4 R5 R6
年度末資金残高 100 122 99 88 90
 前年度末資金残高 68 100 122 99 88
 損益 37 38 ▲2 7 11
 減価償却費 65 63 61 61 60
 ⻑期前受金戻入 ▲23 ▲22 ▲22 ▲22 ▲22
 資本的収支不足額※1 ▲58 ▲58 ▲68 ▲69 ▲60
 その他 11 1 8 13 13
企業債残高 596 567 555 576 614

その他 R2 R3 R4 R5 R6
有収率（％） 82% 77% 77% 75% 77%
給水人口（人） 4,779 4,726 4,620 4,528 4,390
給水量（千㎥） 669 698 684 692 670
 自己水（千㎥） 492 506 406 457 468
 企業団水（千㎥） 177 185 209 198 191
 その他水（千㎥） 0 7 69 37 11
有収水量（千㎥） 549 535 524 517 513

単位：百万円 
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※1 資本的収支の不足額については積立金等で補てん 

※2 給水収益は令和 2 年度、令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基 

本料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 

 
【給水人口と 1 人当たりの有収水量、有収水量と給水収益】 

給水人口は減少傾向で推移しており、令和 2 年度から令和 6 年度にかけて 8.1％減少している。 

なお、1 人当たりの有収水量については、115 ㎥/年前後でほぼ横ばいとなっている。 

有収水量は近年、減少傾向で推移している。給水収益については、令和 4 年度に料金改定を実施

したため増加している。 

 
図表 1.11 給水人口と 1 人当たり有収水量の推移      図表 1.12 有収水量と給水収益の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給水原価、料金回収率】 
給水原価は類似団体平均・大阪府平均と比べて高い水準となっている。また、令和 4 年度は岩井

谷川の渇水対応による受水費、修繕費の増加により他の年度に比べて給水原価が高くなっている。 

料金回収率は全国の類似団体平均と同程度だが、大阪府平均より低く、料金収入により費用が賄

えていない状況が続いている。 

図表 1.13 給水原価の推移と他団体比較        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 給水収益は令和 2 年度、令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した 

基本料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 
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図表 1.14 料金回収率の推移と他団体比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※ 類似団体：給水人口規模の類似性に基づく総務省の水道事業者（全国）の区分。千早赤阪水道事業は A9 区分（給水人口 5千人未満） 

※ 給水収益は令和 2 年度、令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本 

料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 

 

給水原価（円／㎥）＝（経常費用－受託工事費－材料等売却原価－附帯工事費－長期前受金戻入）÷

年間総有収水量 

・有収水量 1 ㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標 

 
料金回収率（％）＝供給単価÷給水原価×100 

・給水に係る費用が、給水収益でどの程度賄えているかを表す指標 

・供給単価（円／㎥）は給水収益÷年間総有収水量で計算。使用者の支払う水道料金の 1 ㎥当たりの

平均単価を表す指標 
 

【流動比率、企業債残高対給水収益比率】 

流動比率については 100％を超えているが、村からの繰入金を活用して資金を確保している状況

である。なお、全国の類似団体平均、大阪府平均を下回る水準となっている。 

企業債残高対給水収益比率は全国の類似団体平均を下回っているが、大阪府平均を上回っている。 
 

図表 1.15 流動比率の推移と他団体比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表 1.16 企業債残高対給水収益比率の推移と他団体比較 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 類似団体：給水人口規模の類似性に基づく総務省の水道事業者（全国）の区分。千早赤阪水道事業は A9 区分（給水人口 5 千人未満） 

※ 給水収益は令和 2 年度、令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本

料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 
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流動比率（％）＝流動資産÷流動負債×100  

・流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表す指標 

 
企業債残高対給水収益比率（％）＝企業債残高÷給水収益×100  

・給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標 

 
 

【水道の使用状況（構成）】 

《水道料金請求件数》 

口径別請求件数は、「口径13㎜」が67.5%と多くを占めている。 

使用水量区分別請求件数は、「11～20㎥/月」が30.3%と最も多くなっている。次いで、「1～10㎥/

月」が26.8％となっている。 

 
図表 1.17 令和 6 年度請求件数（口径別、使用水量区分別の割合）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

《使用水量》 

口径別使用水量は、「口径13㎜」が52.6%と多くを占めている。 

使用水量区分別使用水量は「41～㎥/月」が26.9%と最も多くなっている。次いで、「21～30㎥/月」

が26.0％となっている。 

 
図表1.18 令和6年度使用水量（口径別、使用水量区分別の割合）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口径別 使用水量区分別 

口径別 使用水量区分別 

口径13mm,

67.5%

口径20mm,

30.0％

口径13mm

口径20mm

口径25mm

口径30mm

口径40mm

口径50mm

口径75mm

0㎥/月, 

12.1%

1～10㎥/月,

26.8%

11～20㎥/月, 

30.3%

21～30㎥/月, 

19.0%

31～40㎥/月,

6.8%

41～㎥/月,

5.0%

0㎥/月

1～10㎥/月

11～20㎥/月

21～30㎥/月

31～40㎥/月

41～㎥/月

※基本料金の減免により使用水量が 0 ㎥で請求金額が 0 円となった世帯についても請求件数に含む。 

口径13mm,

52.6%口径20mm, 

32.8%

口径13mm

口径20mm

口径25mm

口径30mm

口径40mm

口径50mm

口径75mm

1～10㎥/月, 

8.1%

11～20㎥/月, 

25.9%

21～30㎥/

月, 26.0%

31～40㎥/月,

13.1%

41～㎥/月, 

26.9%

1～10㎥/月

11～20㎥/月

21～30㎥/月

31～40㎥/月

41～㎥/月
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《給水収益》 

口径別給水収益は、「口径13㎜」が49.9%と多くを占めている。 

使用水量区分別給水収益は、「41～㎥/月」が31.0%と最も多くなっている。次いで、「21～30㎥

/月」が22.4％となっている。 
 

図表1.19 令和6年度給水収益（口径別、使用水量区分別の割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
《参考 用途別の水道料金請求件数、使用水量、給水収益》 

水道料金請求件数、使用水量、給水収益のいずれにおいても「一般用」が多くを占めているが、

大口使用者の影響により、使用水量、給水収益については「業務用」の割合が高くなっている。 

 
図表1.20 令和6年度用途別の水道料金請求件数、使用水量、給水収益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口径別 使用水量区分別 

口径13mm,

49.9%口径20mm,

31.5%

口径13mm

口径20mm

口径25mm

口径30mm

口径40mm

口径50mm

口径75mm

0㎥/月, 2.8%

1～10㎥/月,

10.1%

11～20㎥/

月, 21.7%

21～30㎥/月, 

22.4%

31～40㎥/月, 

12.0%

41～㎥/

月, 

31.0%

0㎥/月

1～10㎥/月

11～20㎥/月

21～30㎥/月

31～40㎥/月

41～㎥/月

基本料金と従量料金の 

構成割合 
 

基本料金

29.1%

従量料金

70.9%

給水収益

（R6年度）

一般用, 

92.7%

官公署施設, 

1.3%

業務用, 

5.9%
臨時用,

0.1%

一般用

官公署施設

業務用

臨時用

請求件数 

一般用, 

81.8%

官公署

施設, 

3.4%

業務用,

14.7%

臨時用,

0.1%

一般用

官公署施設

業務用

臨時用

使用水量 給水収益 

一般用, 

76.9%

官公署施設, 

4.8%

業務用,

18.2%

臨時用,

0.1%

一般用

官公署施設

業務用

臨時用

※基本料金の減免により使用水量が 0 ㎥で請求金額が 0 円となった世帯についても請求件数に含む。 



8 

【給水戸数、使用水量、世帯数】 

給水人口の減少とともに給水戸数は年々減少している。 

また各世帯の使用水量は年々減少、少量化しており、世帯構成の変化（単独世帯や高齢者のみの

世帯の増加）が使用水量に影響を与えていると考えられる。 

 
図表 1.21 給水戸数と使用水量の推移 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図表 1.22                                               図表 1.23 

千早赤阪村 世帯数、単独世帯数、高齢者夫婦世帯数の推移    千早赤阪村 65 歳以上世帯員の単独世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

122 153 177 284 294
0

50

100

150

200

250

300

350

H12 H17 H22 H27 R2

2,106 2,119 2,084 2,035 1,940 

9.7%

11.9%

13.7%

19.4% 20.3%

7.3%
9.5% 14.1%

20.4%

24.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

H12 H17 H22 H27 R2

世帯数

単独世帯の割合

夫・妻65歳以上の夫婦のみ世帯の割合

（世帯） （世帯） 

※基本料金の減免により使用水量が 0 ㎥で請求金額が 0 円となった世帯についても請求件数に含む。 

※図表 1.22、1.23 については総務省「国勢調査」より作成 
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【令和 4 年度の料金改定 振り返り（改定の概要）】 

 

 千早赤阪水道事業では、令和 4 年 4 月に平均 26％の料金改定を実施した。 

村と企業団との統合における協定では、村からの繰入金（8,800 万円/年）は令和 8 年度までとな

っており、その結果令和 9 年度から財政収支が悪化することを踏まえ、令和 4 年度の料金改定は令

和9年度にも改定が必要になるものと想定して検討を進めた。（統合案でも令和 4年度、令和 9年度

の改定を見込んでいた。） 

令和 4 年度の料金改定の検討においては、令和 4 年度と令和 9 年度の料金改定率をできるだけ平

準化するため、令和 8 年度までに利益積立金を積み立て、令和 9 年度以降の赤字を補てんすること

としている。 

令和 4 年度の料金改定の検討の際、令和 9 年度は平均 28％の改定を見込んでいる。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【令和 4 年度の料金改定時の財政収支の見通しと令和 4 年度から令和 6 年度決算との比較】 

 

＜収益的収入＞ 

・給水収益（料金収入）は見通しを上回った。 

・他団体補助金（村からの繰入金）は村内連絡管整備事業の遅れに伴い、建設改良費の財源に充

当される資本的収入が減少し、収益的収入に充当される金額が増加した。 

＜収益的支出＞ 

・村内の給水の約 7 割を担う水源である岩井谷川の渇水頻度が高くなっており、特に令和 4 年度

はその影響を大きく受けたため、受水費が増加した。また、漏水により修繕費も増加した。 

 
図表 1.24 令和 4 年度の料金改定時の財政収支の見通しとの比較_32-33 ページを参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

料金構造 

料金体系 
 施設コストの公正な負担のため、用途別料金体系から水道メーターの口径ごとに料金を設定する 

口径別料金体系に変更した。                              

 固定的費用を基本料金で回収するため、基本料金と従量料金の構成比率を 21％：79％ ⇒ 32％： 

68％とした。     

逓増度 
 料金体系、料金構造の変更に伴う生活用水の使用者の負担増加を抑制するため、逓増制は維持しつ 

つ、逓増度は府内平均を下回る水準(2.85)とした。 
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【現状分析のまとめ】 

・千早赤阪水道事業は、地理的条件により維持管理に係る費用が高くなりやすい状況である。 

・給水人口1人当たりの管路延長は全国の類似団体平均より短いが、大阪府平均より長い。 

・有収水量密度は、全国の類似団体平均より大きいが大阪府平均を下回っている。 

・管路経年化率は、全国の類似団体平均や大阪府平均を上回る値となっている。 

・財政収支の状況を見ると、収益的収支について、収入面では令和4年度の料金改定により、給水

収益が増加しているが、支出面では令和4年度と令和5年度は村内の給水の約7割を担う岩井谷浄

水場の水源で渇水頻度が高くなっており、その都度隣接する富田林水道事業からの緊急分水に振

り替えて対応しているため受水費が増加している。また、漏水の増加に伴い修繕費も増加傾向に

ある。村からの繰入金により赤字を回避している状況が続いている。 

・村と企業団との統合における協定では、統合に伴う村からの繰入金8,800万円/年は令和8年度ま

でとなっている。 

・料金回収率は、全国の類似団体平均と同程度だが、大阪府平均より低く、料金収入により費用が 

賄えていない状況が続いている。 

・流動比率については100％を超えているが、村からの繰入金を活用して資金を確保している状況

である。なお、全国の類似団体平均、大阪府平均を下回る水準となっている。   

・企業債残高対給水収益比率は、全国の類似団体平均を下回っているが、大阪府平均を上回ってい

る。 

・水道の使用状況について、口径別では、水道料金請求件数、使用水量、給水収益のいずれも「口

径13㎜」が多くを占めている。 

・使用水量区分別では、水道料金請求件数は「11～20㎥/月」が最も多くなっている。また、使用

水量は「21～30㎥/月」が、給水収益は「41～㎥/日」が最も多くなっている。 

・給水人口、給水戸数は減少傾向となっており、1戸当たりの使用水量は年々減少し、少量化して

いる。 

 

【課題解決に向けた企業団の考え】 

収益的収支において、令和4年度の料金改定時の財政収支の見通しと比較し、有収水量が上振れ

したことで給水収益は増加しているが、それ以上に渇水による受水費の増加、漏水による修繕費の

増加などにより損益を圧迫しており、村からの繰入金で損益の黒字、必要資金の確保をしている状

況である。 

企業団として効率的な事業運営に努めるが、施設の維持管理や更新・耐震化など事業運営に係る

費用の財源を確保する必要があり、料金水準の見直しが必要である。  
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2 財政収支の見通し 

2.1 収入の見通し 

 収入の大半を占める給水収益の現行料金による収入見込額は、以下のとおりである。企業団が実

施した水需要予測（給水人口の推計を含む。）によると、令和 13 年度の給水人口は令和 4 年度と比

べて 887 人（約 19％）減少する見通しである。 給水人口の減少に伴い、令和 13 年度の有収水量は

令和 6 年度と比べて 88 千㎥（約 17％）減少し、給水収益も 1,700 万円（約 14％）減少する見通し

である。 

 
図表 2.1-1 給水人口の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和 5年推計）」をもとに推計 
※ 令和 4年度から令和 6年度は実績値 
 
図表 2.1-2 有収水量と給水収益の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 令和 4 年度から令和 6 年度は実績値 

※ 令和 4 年度に料金改定（平均改定率 26%）を実施 

※ 給水収益は令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の財 

源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 
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2.2 支出の見通し 施設整備計画（投資計画） 
 

村内連絡管整備事業の概要 

新たに小吹台受水場を新設し、そこから企業団水を受水し村内に給水することにより、岩井谷浄

水場を廃止する。 
既存の企業団水エリアのバックアップとして川野辺受水場までの連絡管を整備する。 
令和 4 年度の料金改定以降に実施した詳細設計や物価、人件費の高騰を受け、整備内容を一部変

更して実施する。 

 

図表 2.2-1 村内連絡管整備事業の概要 
 令和 4 年料金改定時 令和 8 年 3 月時点 

事業費 約 8 億円 約 10 億円 

供用開始 令和 9 年 4 月～ 令和 10 年 10 月～ 

概要 

管路布設  ：約 8 ㎞ 

ポンプ場設置： 1 施設 

配水池設置 ： 1 池 

管路布設    ：約 8 ㎞ 

ポンプ場設置  ： 1 施設 

減圧水槽設置  ： 1 池 

 
 
 
 
 
 
図表 2.2-2 岩井谷浄水場を更新する場合との費用対効果の比較 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

村内連絡管整備事業の効果 
安定給水の確保、施設更新費の低減（浄水場の更新不要、補助金の活用）、維持管理費の低減

（浄水場の点検・修繕・運転が不要）、基幹管路の耐震化率の向上が期待できる。 

現在、渇水時は断水を回避するため、近隣市からの受水に振り替えて対応している。 

※近年の渇水・・・令和 4 年度（夏季）、令和 4 年度～令和 7 年度（冬季） など。令和 7 年度

（冬季）は節水要請を実施。 

  

管路の更新・耐震化の取組 

震災等の災害時においても給水を継続できるよう、まずは「基幹管路」である村内連絡管の布設

に優先的に取り組んでいる。 

村内連絡管の布設後は、漏水が多い地域の管路を優先的に取り組み、その後は避難所となる公共

施設などの「重要施設」への供給ルート上の管路（重要施設配水管路）の更新・耐震化に取り組ん

でいく。 
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図表 2.2-3 事業費と基幹管路・重要給水施設管路の耐震管率 

 令和 9 年度～令和 13 年度 

事業費 

4 億円（令和 9 年度～令和 13 年度） 

3 億円（令和 9 年度～令和 11 年度） 

（うち村内連絡管整備事業 2 億円） 

基幹管路 

の耐震管率 

令和 11 年度 41％ 令和 13 年度 41％ 

令和 6 年度実績：7％ 

重要施設配水管路 

の耐震管率 

令和 11 年度 8％ 令和 13 年度 8％ 

令和 6 年度実績：8％ 

※基幹管路：現行計画「大阪広域水道企業団将来ビジョン」の最終年度の目標値 

※重要施設配水管路：上下水道耐震化計画の目標値 

 

2.3 財政収支の見通し（現行料金 供給単価 245 円/㎥） 
現行料金に基づく財政収支の見通しは以下のとおりである。 

 収益的収支について、収入は給水収益の減少、令和 9 年度以降統合に伴う村からの繰入金を見込

んでおらず、減少する見通しである。支出については、令和 10 年 10 月より村内連絡管の供用が開

始するため、令和11年度より受水費、減価償却費が増加する見通しだが、岩井谷浄水場の廃止によ

り施設管理に係る委託料が減少する見通しである。結果、令和 9 年度より恒常的に損益が赤字とな

り、赤字幅の拡大を見込んでいる。 

資本的収支について、収入は令和 9 年度以降、統合による国交付金、村からの繰入金を見込んで

いない。支出については村内連絡管整備事業が終了する令和 10 年度から減少する見通しである。 
資金残高は、令和 7 年度に事業運営に必要な資金（給水収益の 3 か月分）を確保できなくなり、

令和 9 年度以降は資金がショートする見通しである。 

 
図表 2.3-1 財政収支の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 給水収益は令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の

財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 

単位：百万円 
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図表 2.3-2 収益的収支の見通し            図表 2.3-3 資金残高の見通し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表2.3-4 企業債残高・企業債残高対給水収益比率の推移  

 
※ 企業債充当率は 50％で試算。 

 

2.4 令和 4 年度の料金改定時の財政収支の見通しとの比較 
【収益的収支】 

・収益的収入 

  給水収益（料金収入）は令和 4 年度料金改定時の予測を上回る見通しである。 

・収益的支出 

  村内の給水の約 7 割を担う水源である岩井谷の渇水頻度が高くなっており、特に令和 4、5、7 

 年度はその影響を大きく受けたため、受水費が増加した。また、漏水による修繕費や渇水対応に 

係る委託料も増加している。  

修繕費については、令和 9 年度以降優先度を見極めて更新を行う。 

  委託料については、令和 10 年 10 月以降、岩井谷浄水場の廃止により施設管理に係る委託料が

減少する見通しである。 

 減価償却費については、村内連絡管の供用開始が遅れたため令和 10 年度までは減少している

が、令和 11 年度以降は増加する見通しである。 

・損益 

  令和 4年度の料金改定時の財政収支の見通しと比較して、令和 4年度から令和 13年度の累計で

約 90 百万円悪化する見通しである。 

 

【資本的収支・資金収支及び企業債残高】 
損益の悪化、物価上昇による建設改良費の増加などにより、資金残高は令和13年度時点で令和

4 年度の料金改定時の財政収支の見通しと比較して約 293 百万円悪化する見通しである。 
 

図表 1.24 令和 4 年度の料金改定時の財政収支の見通しとの比較_32-33 ページを参照 
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3 経営改善の取組 
 給水収益の減少が続く中、水道料金の上昇を可能な限り抑制できるよう収入の確保、支出の削減

に取り組んでいる。安全な水道水の安定供給を持続するため、統合による広域化のメリットも活か

し、更なる業務の効率化や運営基盤の強化を図っていく必要がある。 

 

3.1 収入確保の取組 

項目 内容 収入確保額 

統合による 

国交付金の活用 

広域化に係る国交付金を最大限

に活用し、施設整備を推進 

271 百万円（平成 29 年度～令和 6年度実績） 

51 百万円（令和 7年度～令和 8年度見込） 

 

3.2 支出削減の取組 

項目 内容 支出削減額 実施について 

水道センターの統合 
太子・河南・千早赤阪の 3水道センターの

統合により人件費を削減 
約 2百万円/年 

（令和 7年 4 月～） 
実施済 

水道料金徴収等業務の統一化 

業務の統一化を目的に統合水道料金シス

テムへの移行を行う。水道事業統合促進

基金の活用により、水道料金システムの

更新費用を削減 

約 8百万円 

（令和 8年 4 月～） 
実施済 

 岩井谷浄水場廃止に 

 よる維持管理費の削減 

岩井谷浄水場廃止により維持管理費を削

減 
約 18 百万円/年 

（令和 10 年 10 月～） 
実施予定 

 

3.3 その他の取組 

項目 内容 実施について 

組織的な非常時対応 

漏水や停電などの事故により応急給水や応急復旧

が必要な場合は企業団全体で対応 

（近隣の水道事業所や水道センターから給水車、

職員を迅速に派遣、本部での指揮・調整） 

危機事象発生時に実施 

（令和 7年 12月～令和 8年 1月に発生し

た渇水時に実施） 

 

4 必要な料金収入の検討 

4.1 条件設定 
【料金算定期間（改定間隔）】 

料金算定期間は、水道法施行規則（国土交通省令）において、料金の安定性、期間的負担の公平、

原価把握の妥当性などを考慮し、概ね3年から5年を基準に設定することとされている。 

今回の改定においては、今後の物価上昇率2％を見込んで料金算定期間を5年間とする場合（ケー

ス1）と、目下の社会情勢や物価上昇などの先行き不透明な状況、今後の受水費単価（水道用水供

給事業の料金）の動向を踏まえ、短期間で料金を見直すことを前提に物価上昇率を見込まず、料金

算定期間を3年間とする場合（ケース2）を比較して検討を行った。 

※ 物価上昇率は内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（令和8年1月22日経済財政諮問会議提出）に基づく。 

図表4.1-1 料金改定時期と料金算定期間  

設定内容 

料金改定時期 料金算定期間 

令和 9年度 

ケース 1：5年間（令和 9年度～令和 13 年度） 

ケース 2：3年間（令和 9年度～令和 11 年度） 
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【料金改定に当たっての条件】 

水道事業の健全経営を維持するために必要な料金収入を確保できるよう、以下の条件により供給

単価の増加率（料金改定率）を検討した。 

図表4.1-2 料金改定に当たっての条件 

条件の内容 

単年度損益 
単年度黒字 

（利益積立金の活用も含む） 

資金残高 

 実際の水使用から料金を収納するまでのタイムラグを考慮し設定 
給水収益の 3 か月分以上 

料金回収率 

 給水に係る費用が、給水収益でどの程度賄えているかを表す指標 

 ただし検討に当たっては一過性の要因である岩井谷浄水場廃止に係る固定資産除却費

を給水原価から控除して算出 

料金算定期間中における 

料金回収率の平均が 100％以上 

 

 

4.2 供給単価の増加率の検討 
【供給単価の増加率】 

 ケース1、ケース2について、料金算定期間を通じて「料金改定に当たっての条件」を満たす供給

単価の増加率などは以下のとおりである。 

 検討の結果、今後の物価動向や水道用水供給事業の料金の動向が不透明な中、令和10年10月に岩

井谷浄水場を廃止し村内連絡管の供用を開始することなどの状況の変化を踏まえ、ケース2の料金

算定期間を3年間（令和9年度～令和11年度）として検討することとした。 

  
図表4.2-1 料金算定期間において料金改定に当たっての条件を満たす供給単価の増加率（ケース1、ケース2） 

ケース 

評価 
企業債残高対 

給水収益比率 

計画の目標 

（耐震管率等） 

達成 

供給単価の 

増加率 

（料金改定率） 単年度損益 資金残高 料金回収率 

ケース 1 ○ ○ ○ R13 466.9% ○ 67.8％ 

ケース 2 ○ ○ ○ R11 490.1% ○ 52.5％ 

※ケース1の料金回収率は R9:129.3%、R10:115.1%、R11:89.9％、R12:88.8%、R13:85.9％ 

※ケース2の料金回収率は R9:121.3%、R10:109.0%、R11:85.7％ 
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【ケース2における財政収支の見通し（供給単価373円/㎥）】 

料金算定期間（令和9年度から令和11年度）において、累積欠損金については利益積立金を活用

することで生じない見通しである。 

資金残高は、事業運営に必要な資金残高を確保できる見込みである。 

 
図表4.2-2 ケース2における財政収支の見通し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 給水収益は令和4年度は新型コロナウイルス感染症、令和5年度、令和6年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の財源

である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 

 

 

図表4.2-3 収益的収支の見通し（ケース2）                図表4.2-4 資金残高の見通し（ケース2）   
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図表4.2-5 企業債残高・企業債残高対給水収益比率の推移  （ケース2）   

 

 

 

 

 

【村からの繰入金を反映した料金改定案の検討（ケース3）】 

 協定では統合に伴う村からの繰入金（年8,800万円）は令和8年度までとなっているが、ケース2

の供給単価の増加率では大幅な料金値上げが見込まれることから、村と令和9年度以降の繰入金に

ついて協議を行った。 

 協議の結果、ケース2に3,600万円／年（令和9年度～令和11年度総額1億800万円）の村からの繰

入金を反映し、ケース3として試算することになった。（今後、村において予算措置など必要な手続

を経ることを前提） 

料金算定期間を通じて「料金改定に当たっての条件」を満たす供給単価の増加率などは以下のと

おりである。 

 
図表4.2-6 料金算定期間において料金改定に当たっての条件を満たす供給単価の増加率（ケース3） 

ケース 

評価 
企業債残高対 

給水収益比率 

計画の目標 

（耐震管率等） 

達成 

供給単価の 

増加率 

（料金改定率） 単年度損益 資金残高 料金回収率 

ケース 3 ○ ○ ○ R11 560.7% 〇 28.0% 

※ケース3の料金回収率は R9:105.9%、R10:125.0%、R11:91.8% 
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【村からの繰入金の反映の有無による料金改定案の比較】 

・令和9年度から令和11年度までの3年間、3,600万円／年を村一般会計から繰入れる案を村におい

て検討いただくこととなった。 

・これを前提とした場合、令和9年度の料金改定率は、令和4年度の料金改定時に示していた見込み

である平均28％の水準となる。 

・令和12年度以降は村からの繰入金を見込まずに試算、次の改定時期を令和12年度とした場合の料

金改定率は高くなる。 

・令和12年度以降の試算は、現行の水道用水供給事業の料金を前提としているため、今後、水道用

水供給料金の改定が行われた場合には、その影響により料金改定率が上昇する可能性がある。 

※収益的支出における受水費の占める割合約18％（令和12年度） 

 
図表 4.2-7 村からの繰入金の反映の有無による料金改定案の比較（1 か月 20 ㎥使用した場合（メーター口径 13mm）） 

現行料金 

1 か月 20 ㎥使用した場合 

（メーター口径 13mm） 
4,433 円 

 

ケース 2 令和 9 年度※1 令和 12 年度※2,4 

村からの繰入金なし 
改定後水道料金案 6,760 円（＋2,327 円） 7,704 円 

料金改定率 52.5％  14.0％ 

 

ケース 3 令和 9 年度 令和 12 年度※3,4 

村からの繰入金 3,600 万円 

（令和 9年度～令和 11 年

度） 

改定後水道料金案 5,595 円（＋1,162 円） 7,704 円 

料金改定率 26.2％  37.7％ 

[ケース 2との差額] ▲1,165 円 - 

・上記の試算は受水費単価の改定（水道用水供給事業の料金改定）や物価上昇は見込んでいない。 

・令和12年度改定後水道料金案は現時点における試算であり、今回の検討において決定はしない。 

 ※1 ケース2の料金改定率を現行料金に乗じた額 

 ※2 ケース2の令和9年度改定後水道料金案に現時点の試算における令和12年度の料金改定率を乗じた額 

 ※3 ケース3の令和9年度改定後水道料金案に現時点の試算における令和12年度の料金改定率を乗じた額 

  ※4 令和12年度の試算は、村からの繰入金を見込まずに試算した額 

 

図表4.2-8 収益的収入の内訳（令和11年度） 
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【ケース 3 における財政収支の見通し（供給単価 313 円/㎥）】 

・村からの繰入金 3,600 万円／年については、令和 9 年度に出資金（資本的収入）に 3,600 万円、

令和 10～11 年度に他団体補助金（収益的収入）に各 3,600 万円計上する。 

・料金算定期間（令和 9 年度から令和 11 年度）のうち令和 11 年度で単年度損益が赤字となるが、

利益積立金を活用することで累積欠損金は生じない見通しである。 

 
図表 4.2-9 ケース 3 における財政収支の見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 給水収益は令和 4年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の財

源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：百万円 
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図表4.2-10 収益的収支の見通し（ケース3）             図表4.2-11 資金残高の見通し（ケース3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表4.2-12 企業債残高・企業債残高対給水収益比率の推移 （ケース3） 
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5 料金体系の検討 

5.1 基本料金及び従量料金の算定 
【基本料金と従量料金の算定の考え方】 

基本料金及び従量料金は、算定要領に従い、以下の4つのステップで算定した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表5.1-1 基本料金及び従量料金の算定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

ステップ1
総括原価の算定

ステップ2
総括原価の分解

ステップ3 
料金区分への配分

ステップ4
料金への配賦

総括原価
・人件費
・薬品費
・動力費
・受水費
・減価償却費
・支払利息 等

需要家費

固定費

変動費

準備料金

水量料金

基本料金

従量料金

ステップ1
総括原価の算定

ステップ4
料金への配賦

 将来の財政収支見通しから料金算定期間中に発生する費用と控除額を算定する。

ステップ3 
料金区分への配分

 ステップ2 で分解された需要家費、固定費、変動費をそれぞれ「準備料金」、

「水量料金」に配分する。

 ステップ3 で配分された「準備料金」及び「水量料金」を以下のとおり配賦

・「準備料金」 口径の大きさに基づき差別配賦⇒基本料金

・「水量料金」 給水量1立方メートル当たり均等に配賦⇒従量料金

 現行の料金体系からの移行に当たり使用者負担の劇変緩和を考慮

 ステップ1 で算定された費用をその費用発生の要因から、「需要家費」、「固定費」、

「変動費」に分解する。

ステップ2
総括原価の分解

（出所）公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要領」を参考に作成
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5.2 総括原価の分解 
総括原価は、算定要領により概ね次の基準により分解するものとされており、この基準に沿って

算定を行った。 

 
図表5.2-1 総括原価の分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 事業の実態に応じ上記基準を適宜修正することができる。 
※ 上記以外の維持管理費は、上記を参考の上、事業の実態に応じて適宜分解することができる。 

 
【受水費】 

 受水費については、基本料金は固定費、使用料金は変動費に配賦することとされている。企業団

の水道用水供給事業の料金単価は現在 72 円/㎥の単一料金であり、基本料金、使用料金に区分され

ていない。 

しかし、千早赤阪水道事業は、令和 10 年 10 月に岩井谷浄水場が廃止予定であり、以降、企業団

水の受水割合が 9 割程度となるため、今回の料金改定においては、料金算定期間のうち令和 10 年 9

月までは使用する水量によって変動する費用として受水費はすべて変動費とし、令和 10 年 10 月以

降は水道用水供給事業の現行料金算出時における財政シミュレーションの比率（固定費の割合 77％、

変動費の割合 23％）を用いて、受水費を固定費と変動費に配賦することとした。 

 
図表5.2-2 受水費の配賦 

 料金算定期間中合計額 固定費 変動費 

受水費 80,055 千円 41,091 千円 38,964 千円 

 
【資産維持費】 

資産維持費は、給水サービス水準の維持向上や施設実体維持のための原資として内部留保される

べき額をいう。物価上昇による減価償却の不足や工事費の増大等に対応して、実体資本を維持し、

適切な給水サービスを継続していくために総括原価への算入が水道法施行規則において求められて

いる。今回の料金改定において、料金算定期間中の資産維持費は 19 百万円となる。 
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【固定費の配分基準】 

 固定費は、性質上準備料金として配分するべきであるが、全額を準備料金とした場合、基本料金

部分の割合が極端に大きくなるため、水量料金にも相当額を配分する方式をとらざるを得ない。こ

のため、算定要領では、固定費の配分基準は次に掲げるものの中から各事業の実態等を勘案して、

適宜選択することができるとされている。 

 

（1）固定費総額に対し、最大給水量に対する最大給水量と平均給水量の差の比率を乗じて得た額

を準備料金とし残余の固定費を水量料金とする方法 

 

（2）固定費総額に対して、浄水施設能力に対する浄水施設能力と平均給水量の差の比率を乗じて

得た額を準備料金とし残余の固定費を水量料金とする方法 

 

（3）固定費総額に対して、浄水施設能力に対する浄水施設能力と最大給水量の差の比率を乗じて

得た額を準備料金とし残余の固定費を水量料金とする方法 

 

（4）固定費総額のうち、配給水部門費を準備料金とし他は水量料金とする方法 

 

 千早赤阪水道事業では（2）の基準を採用した。 

・準備料金の配分率＝（浄水施設能力－1 日平均給水量）/浄水施設能力         

＝（2,640 ㎥/日－1,830 ㎥/日）/2,640 ㎥/日 ≒ 31％ 

・水量料金の配分率＝100％－31％ ≒ 69％ 

 

その上で、後述のとおり水道メーター口径13㎜又は 20㎜、使用水量 15㎥までの使用者層（全体

の 6 割程度を占める）において大幅な負担増とならないよう配慮を行った結果、次の比率で固定費

を配分することとした。 
・準備料金の配分率≒ 31％ → 24％ 

・水量料金の配分率≒ 69％ → 76％ 
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5.3 料金区分への配分  
前述の手順により総括原価を算定し、料金を算定した結果は以下のとおりである。 

 
図表5.3-1 配賦原価の集計結果と料金への配賦結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表5.3-2 需要家費等の内訳 

 需要家費 量水器関係 維持管理費 変動費 

人件費 49,244 千円 ― ― 1,096 千円 

薬品費 ― ― ― 1,974 千円 

動力費 ― ― ― 11,636 千円 

修繕費 ― 3,068 千円 20,699 千円 ― 

受水費 ― ― 41,091 千円 38,964 千円 

委託費 19,062 千円 ― 55,562 千円 ― 

その他 2,201 千円 ― 100,550 千円 ― 

控除項目※ ― ― ▲80,086 千円 ― 

合計 70,507 千円 3,068 千円 137,816 千円 53,670 千円 

※ 控除項目とは料金算定期間中の給水収益以外の収入をいう。料金算定の際は、固定費から控除することとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資産維持費の算定に用いた資産維持率 0.4％ 
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5.4 見直し後の料金体系 
【令和 4 年度料金改定時の料金体系】 

 令和4年度料金改定時においては、平均26％の料金改定とあわせて、以下のとおり料金体系の変

更を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和 9 年度料金改定時の料金体系】 

料金改定後の料金体系（案）は以下のとおりである。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 固定的費用を回収する基本料金収入の適正な割合を検討した結果、基本料金と従量料金の 

構成比率は、21％：79％ → 32％：68％に変更                

 客観的公平性を確保するため用途別料金体系を廃止し、水道メーターの口径ごとに料金を

設定する口径別料金体系へ変更（一般用、業務用・臨時用の用途についても廃止）

適正な料金構造 

口径別料金体系 

への変更 

従量料金単価 

の逓増制 

 料金体系や料金構造の変更による一般用使用者の負担の増加が大きいことを考慮し、逓

増制を維持 

 平均的な一般用使用者（メーター口径 13 ㎜、使用水量 18 ㎥／月）において、現行料金

から 26％の改定となるよう料金表を設定 

 令和 9年 4 月から平均 28％の料金改定を実施(令和 4 年度料金改定時に示した令和 9 年度料金改

定率と同じ) 

 

 基本料金と従量料金の構成比率は、32％：68％ → 34％：66％に変更 

 

 口径別料金体系・逓増制は維持、逓増度については現行料金と同じ 

 

 水道メーター口径 13 ㎜又は 20 ㎜、使用水量 15 ㎥までの使用者層(全体の 6割程度を占める)にお

いて大幅な負担増とならないよう配慮(改定差額が 1 か月当たり税込 1,000 円以内) 

     （令和 7 年度使用水量の件数の実績は、9㎥、15 ㎥、14 ㎥の順で多い。（0 ㎥、1㎥を除く））  
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5.5 改定後の料金表と料金額 
【現行の料金表、改定後の料金表】 

現行の料金表、改定後の料金表は以下のとおりである。 

算定に当たっては、水道メーター口径13㎜又は20㎜、使用水量15㎥までの使用者層（全体の6割

程度を占める）において大幅な負担増とならないよう考慮した。 

 改定後の料金により料金算定期間の総括原価437百万円を賄う必要があるが、新たな料金表に基

づくシミュレーションの結果、料金算定期間の料金収入額は439百万円となり、総括原価と同等と

なることが確認できた。 

 
図表5.5-1 現行の料金表（1か月当たり、税抜） 

 

 

口径 13mm 20mm 25mm 30mm 40mm 50mm 75mm 

基本料金 1,180 1,300 1,530 4,540 8,070 14,740 32,440 

 

 

水量区分 1～10 ㎥ ～20 ㎥ ～30 ㎥ ～40 ㎥ 41 ㎥～ 

従量料金単価 100 185 230 260 285 

 
図表5.5-2 新料金表（1か月当たり、税抜）、料金収入割合、第2段階逓増度 

 

口径 13mm 20mm 25mm 30mm 40mm 50mm 75mm 

基本料金 1,637 1,803 2,135 6,387 11,472 21,059 46,588 

 

水量区分 1～10 ㎥ ～20 ㎥ ～30 ㎥ ～40 ㎥ 41 ㎥～ 

従量料金単価 121 224 278 314 345 

 

料金収入割合 

基本料金 従量料金 

34％ 66％ 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現行 改定案 

第 1 段階逓増度 2.85 倍 変更なし 

第 2 段階逓増度 1.54 倍 変更なし 

<基本料金> 

<従量料金> （単位：円/㎥） 

（単位：円） 

（単位：円/㎥） 

（単位：円） 

（従量料金平均単価 207 円） 
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【改定後の料金額、現行料金との差額】 

 
図表5.5-3 改定後の料金額（1か月当たり・税込、単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表5.5-4 水道料金の現行と改定後との差額（1か月当たり・税込、単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6 その他 
料金に関するその他の課題の検討結果は、以下のとおりである。 

 

【加入金】 

加入金とは、給水装置の新設、増径工事の実施に際し、工事申込者から一時金として徴収する負

担額をいい、水需要の増加に対応し、新規の水源開発や水道施設の増強を行うために増加する費用

の負担について、新規の需要者と従来の需要者との負担の公平を期するために導入された制度であ

る。 

算定要領では、水道事業の対象経費は水道料金で回収することを原則にしつつ、加入金を徴収し

ている水道事業者がそれぞれの事業の状況を鑑みて、将来的に廃止のタイミングも含めて判断でき

るようにするため「経過措置」とされている。 

今後、水需要の減少期における加入金制度のあり方を整理する必要があるが、廃止した場合の料

金改定への影響なども考慮して、引き続き検討することとし、今回の料金改定に当たっては現行の

加入金制度を継続する。 

 

全体の 6 割程度を占める使用者層(令和 7 年度実績) 
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7 検討のまとめと今後の課題 
本部会での検討結果のまとめと今後の課題は、以下のとおりである。 

 

【まとめ】 

・ 千早赤阪水道事業においては、給水収益（料金収入）の減少等に伴い、恒常的な赤字と資金の不

足が見込まれ、収入の確保と支出の削減による経営改善の取組を実施しても料金改定が避けられ

ない状況であることから、健全で安定的な経営を持続できるよう、必要な料金収入や料金体系に

ついて検討を行った。 

・ 必要な料金収入の検討に当たり、今後の物価上昇率 2％を見込んで料金算定期間を 5 年間とする

場合（ケース 1）と、目下の社会情勢や物価上昇などの先行き不透明な状況、今後の受水費単価

（水道用水供給事業の料金）の動向を踏まえ、短期間で料金を見直すことを前提に物価上昇率を

見込まず、料金算定期間を 3 年間とする場合（ケース 2）を比較して検討を行った結果、今後の

物価動向や水道用水供給事業の料金の動向が不透明な中、令和 10 年 10 月に岩井谷浄水場を廃止

し村内連絡管の供用を開始することなどの状況の変化を踏まえ、ケース 2 の料金算定期間を 3 年

間（令和 9 年度～令和 11 年度）として検討することとなった。 

・ 収入の見通しは、その大半を占める給水収益について企業団が実施した水需要予測に基づく収入

額を見込んだ。また、協定では統合に伴う村からの繰入金 8,800 万円／年は令和 8 年度までとな

っているが、ケース 2 の供給単価の増加率では大幅な料金値上げが見込まれることから、村と令

和 9 年度以降の繰入金について協議を行い、3,600 万円／年（令和 9 年度～令和 11 年度総額 1 億

800 万円）の村からの繰入金を検討いただき、その繰入金を反映したケース 3 を採用することと

した。（今後、村において予算措置など必要な手続を経ることを前提） 

・ 支出の見通しは、施設整備計画（投資計画）において震災等の災害時においても給水を継続でき

るよう、まずは「基幹管路」である村内連絡管の布設（村内連絡管整備事業）に優先的に取り組

む。村内連絡管の布設後は、漏水が多い地域の管路を優先的に取り組み、その後は避難所となる

公共施設などの「重要施設」への供給ルート上の管路（重要施設配水管路）の更新・耐震化に取

り組むこととした。 

・ 料金体系については、各世帯の使用水量の少量化など水の使用状況の変化に対応し、基本料金の

割合を高めた。また、従量料金の逓増制については逓増度を維持することとした。水道メーター

口径13㎜又は20㎜、使用水量15㎥までの使用者層（全体の6割程度を占める）において大幅な負

担増とならないように考慮して料金表を定めることとした。 

・ 今回の料金改定の検討に当たっては、使用者代表として2名の住民に参画をいただいて意見をお

聞きするとともに、千早赤阪村の広報誌、SNS による周知や部会での議論については企業団のウ

ェブページを活用して情報提供を行った。また、住民説明会を開催し、千早赤阪水道事業の状況

や料金改定案について分かりやすい説明に留意するなど、できるだけ使用者の理解が得られるよ

うに努めた。 

 

【今後の課題】 

・本部会では令和9年度から令和11年度の3年間を料金算定期間として議論した。料金改定後も給水 

収益の減少や物価上昇が懸念される中で、令和12年度以降の村からの繰入金については未定であ

り、現時点の試算では単年度損益の赤字、資金不足（資金ショート）が見込まれる状況である。 

・今後も給水人口、給水戸数が減少し、単独世帯や高齢者のみ世帯の増加により各世帯の使用水量

の少量化が進むと予測され、これらの動向を注視する必要がある。 

・渇水リスクを低減するため村内連絡管整備事業を着実に完了させる必要がある。完了後はその他

の水道施設の更新・耐震化を進める必要があるが、限られた財源の中で優先順位を見定めて実施

することが重要である。 

・村内連絡管整備事業が完了するまでは企業債残高が増加する見通しであるが、将来世代への過度

な負担とならないよう企業債残高対給水収益比率にも留意することが必要である。 

・業務の集約や共同発注、施設や設備、システムの共同化など更なる企業団との統合のメリットを

活かした業務の効率化による経営改善、経営基盤の強化の取組を推進していくことも重要である。 

・今後も企業団として毎年の決算により給水収益の状況や財政収支の推移を確認し、健全な経営の

確保に向けて取り組まれたい。 

・使用者に対しても情報提供するとともに、財政収支や工事の進捗状況など料金改定の効果を示し
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て、理解が得られるよう事業運営を進めていく必要がある。 

・あわせて千早赤阪村とはライフラインである水道事業をどう考えていくか引き続き協議されたい。 

 
8 資料 

【千早赤阪水道事業料金検討部会 委員名簿】 

                             （五十音順） 

氏 名 所 属 ・ 役 職 

岩井
い わ い

 一浩
かずひろ

 元河南町まち創造部長 

川原
かわはら

 尚子
なおこ

 近畿大学経営学部会計学科教授 

清原
きよはら

 康夫
や す お

 使用者代表 

 鍬
くわ

田
た

 泰子
やすこ

※ 

（部会長） 
神戸大学大学院工学研究科教授 

矢倉
や ぐ ら

 聡子
さ と こ

 使用者代表 

※ 大阪広域水道企業団経営・事業等評価委員会委員 

 

【開催経過】 

 開催日 主な議題 

第1回 令和8年3月31日 

・現状分析 

・令和4年度の料金改定（振り返り・検証） 

・施設整備計画（投資計画）  

・今後の財政収支の見通しとまとめ 

第2回 令和8年5月29日 

・収入の見通し（水需要等の見通し）  

・支出の見通し（施設整備計画（投資計画））  

・経営改善の取組み 

・財政収支の見通し（現行料金の場合）  

・必要な料金収入の検討 

・加入金 

第3回 令和8年8月21日 
・村からの繰入金を反映した料金改定案の検討 

・料金体系の検討 

第4回 令和8年10月2日 ・部会まとめ（報告書作成） 
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図表1.24 令和4年度の料金改定時の財政収支の見通しとの比較 
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【財政収支の見通し（現行料金 供給単価245円/㎥）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ R4～R6 は決算、R7 は見込み 

  資本的収支の不足額については、積立金等で補てん 

   給水収益は令和 4年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 
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【財政収支の見通し（ケース2 供給単価373円/㎥）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ R4～R6 は決算、R7 は見込み 

  資本的収支の不足額については、積立金等で補てん 

   給水収益は令和 4年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 
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【財政収支の見通し（ケース3 供給単価313円/㎥）村からの繰入金3,600万円／年（令和9年度～令和11年度）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

※ R4～R6 は決算、R7 は見込み 

  資本的収支の不足額については、積立金等で補てん 

   給水収益は令和 4年度は新型コロナウイルス感染症、令和 5 年度、令和 6 年度は物価高騰の影響を受けて実施した基本料金減免の財源である千早赤阪村一般会計繰入金を含む。 
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水道料金（メーター口径13mm） 現行と改定案の比較

水道料金(現行） 水道料金(改定案)

（円)

（1か月の使用水量：㎥ )

15㎥までの使用者の割合60％

使用水量 15 ㎥までの使用者層において大幅な負担増とならないよう配慮(改定差額が 1 か月当たり税込 1,000 円以内) 
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1,650 1,760 

1,870 1,980 
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水道料金（メーター口径20mm） 現行と改定案の比較

水道料金(現行) 水道料金(改定案)

（円)

（1か月の使用水量：㎥ )

15㎥までの使用者の割合50％

使用水量 15 ㎥までの使用者層において大幅な負担増とならないよう配慮(改定差額が 1 か月当たり税込 1,000 円以内) 
 


